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５ Summary

 Contacting entity : Satoshi Nakajima,

Head, Property Administration Departm‑

ent, Japan Finance Corporation

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

purchased : One set of procurement of of‑

fice furniture for Nagasaki Branch.

 Delivery period : refer to the tender do‑

cumentation.

 Delivery place : refer to the tender do‑

cumentation.

 Time‑limit for tender : 12 : 00, 14 April

2016

 Contact point for the notice : Hiroshi

Saito, Property Administration Departm‑

ent, Japan Finance Corporation, 194
Otemachi, Chiyoda‑ku, Tokyo, 1000004,
Japan TEL 0332701552

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 28 年２月 23 日

日本放送協会 経理局長 竹田 良治
◎調達機関番号 325 ◎所在地番号 13
〇第 2015１264 号
１ 調達内容
 品目分類番号 14、71、27
 借入件品及び数量 リオ五輪局内用ノンリ
ニア編集設備のレンタルおよび設営、運用サ
ポート作業 １式
 借入物品の特質等 入札説明書による
 オリンピック期間 平成28年７月24日から
平成28年８月23日 パラリンピック期間 平
成28年７月24日から平成28年９月27日
 借入場所 日本放送協会経理局長が指定す
る場所
 入札方法 落札決定にあたっては、入札書
に記載された金額に消費税法及び地方消費税
法の規定により、定められた税率により算定
された金額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額のうち消費税
額等に相当する額を除いた金額を記載した入
札書を提出すること。

２ 競争参加資格 競争入札参加資格の審査に関
する公告に基づき、競争入札参加資格の登録を
した者。なお、新たに競争入札参加資格を得よ
うとする者は下記の場所に申請すること。
〒1508001 東京都渋谷区神南２２１
日本放送協会経理局調達部 ＴＥＬ035455
5517 ＦＡＸ0354552110
３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
及び問い合わせ先 〒1508001 東京都渋谷
区神南２２１ 日本放送協会内 ㈱ＮＨ
Ｋビジネスクリエイト 調達・管財事業部
（制作・送出設備）ＴＥＬ0354555532
ＦＡＸ0354555591（㈱ＮＨＫビジネスク
リエイトは日本放送協会の調達関係業務の業
務委託先である。）
 入札説明書の交付場所及び交付方法
〒1508001 東京都渋谷区神南２２１
日本放送協会経理局調達管理部 担当：池光
平成28年２月23日から平成28年４月12日まで
の土曜日、日曜日、祝日を除く毎日10時から
12時、13時から17時まで。交付にあたっては
ＮＨＫホームページ「調達のページ」
（http://www.nhk.or.jp/chotatsu）入札情報
に記載している「リオ五輪局内用ノンリニア
編集設備のレンタルおよび設営、運用サポー
ト作業」誓約書に記入・押印のうえ持参する
こと。なお、入札説明書の交付のため交付場
所へ来訪する際は、事前に電話連絡（ＴＥＬ
0354555520）すること。
 入札書等の受領期限 平成28年４月13日15
時00分
 開札日時及び場所 平成28年４月26日11時
00分 日本放送協会放送センター本館16階入
札室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に記載した
書類を指定した期限までに提出しなければな

らない。提出された書類等を審査の結果、み
とめられた者に限り入札に参加できる。入札
者は、開札日の前日までの間において、調達
担当者から当該書類に関し説明を求められた
場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 落札者の決定 予定価格の制限の範囲内で
あり、入札説明書で指定する性能等の要求要
件をすべて満たしている提案をした入札者の
中から、入札説明書で定める総合評価の方法
をもって落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書等による
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Ryoji Takeda Director of

Financial Department Japan Broadcasting

Corporation

 Classification of the products to be hired :

14, 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

hired : Rental, setting and operative support

of non‑linear direct editing system for Rio

Olympics in headpuaters 1 set

 Lease period : From 19 July 2016 through

30 September 2016

 Delivery place : Place(s) specified by Di‑

rector of Financial Department Japan

Broadcasting Corporation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who have applied and been listed in

the permanent list of qualified suppliers

 Time‑limit for tender : 15 : 00, 13 April

2016

 Contact point for the notice : Purchasing

& Supplies Management Division, Finan‑

cial Department, Japan Broadcasting Cor‑

poration, 221 Jinnan, Shibuya‑ku,

Tokyo 1508001, Japan. TEL 035455
5520 FAX 0354552110

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 28 年２月 23 日
支出負担行為担当官
九州地方整備局副局長 藤井 元生

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 40
〇第 31 号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 苅田港（本港地区）航路（－13ｍ）
浚渫［暫定－12ｍ］工事
 工事場所 福岡県京都郡苅田町港町地先及
び苅田町鳥越町地先
 工事内容 潜水探査工 潜水探査 約100
点（想定）、浚渫工 ポンプ浚渫 約179000
（ＮＥＴ）、土捨工 浮上零号設置・管理・
撤去 １組、浮上零号移設 ４組、立上り零
号設置・管理・撤去 １組、排砂管設置・管
理・撤去 １式（約52㎞）、撤去工 基礎杭
撤去・運搬・仮置 １式（ＰＨＣ杭φ800
70本）（ＰＨＣ杭φ600 108本）（鋼管杭φ700
18本）

 工期 平成29年３月24日まで
 使用する主な資機材 ポンプ浚渫船
 本工事は、入札時に施工計画等の提案を受
け付け、価格以外の要素と価格を総合的に評
価して落札者を決定する総合評価落札方式
（技術提案評価型（ＷＴＯ型））の適用工事の
うち、品質確保のための体制その他の施工体
制の確保状況を確認することにより、施工内
容を確実に実現できるかどうかを審査し、評
価を行う施工体制確認型総合評価落札方式の
試行工事である。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。（総合評価に係る技術提案の範囲を除く。）
 本工事は、資料の提出、入札を電子入札シ
ステムで行う対象工事である。なお、電子入
札システムによりがたいものは、発注者の承
諾を得た場合に限り紙入札方式に代えること
ができる。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
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